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• 個別原価計算とは、費目ごとに積み上げた会社全体の原価（総原価）を、その機能や性質に応じて規制部門（特定需要）と自由化部門（非特定需
要）に配賦するプロセスであり、経済産業省令（みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金算定規則）に計算ルールが詳細に規定されている。

費用の配賦（個別原価計算）の概要

保留原価（購入電力料等、電雑、事業税等）（ 515 ）

水力発電費

火力発電費

原子力発電費

新エネ等発電費

販売費

水力発電費

原子力発電費

火力発電費

新エネ等発電費

STEP１ ５部門への整理

① 電気事業報酬は「一般管理費等」に整理（規則第6条第1項第六号）

② 一般管理費等に整理された電気事業報酬は、水力発電、火力発電、原子力発電等各部門
の資産割合等に応じて配分（規則第6条第2項） 。

STEP２ 送配電非関連費の整理

③ 販売費の整理（規則第6条第4項）

給電、需要家（調定及び集金）、一般販売にかかる建物の床面積比等による整理

④ 購入販売電源項目の整理（規則第6条第6項）
発生の主な原因及び発電原動力の種別を勘案して、水力発電費、火力発電費、新エネ等発
電費及び原子力発電費に配分

STEP３ 固定費・可変費への整理

⑤ 送配電非関連費（需要家費・一般販売費を除く）を、販売電力量に関わらず必要な固定
費及び販売電力量によって変動する可変費に配分することにより整理（規則第8条第1項）

STEP４ 需要種別への整理

⑥ 固定費は、最大電力、尖頭時責任電力、発受電量に基づく配分比率（特定：14.488%，非
特定：85.512%）により各需要に整理。可変費は、発受電量に基づく配分比率（特定：
13.299%，非特定：86.701%）により整理。 需要家費は、口数に基づく配分比率（特定：
70.957%，非特定：29.043%）により整理（規則第9条、第10条）。

⑦ 一般販売費は、上記⑥により整理された固定費・可変費・需要家費のそれぞれの合計額に占める
割合等により整理（規則第12条）。

⑧ 保留原価（購入販売電源項目除く）は、上記⑥及び⑦により整理された固定費・可変費・需要
家費のそれぞれの合計額に占める割合等により整理（規則第13条、14条）。

事業報酬計（億円） 総原価
（億円）

総原価に対する
事業報酬の割合固定費 可変費 需要家費

規制部門（特定需要） 84 6 26 115 3,369 3.4％

自由化部門（非特定需要） 493 41 10 545 16,947 3.2％

合計 577 47 36 660 20,316 3.2％
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